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要旨

　本稿の目的は, 今後ベトナムに進出する日系企業が現地従業員に対して，ど

のような人的資源管理（以下：HRM）を行うべきかを明らかにすることであ

る。この目的に照らし合わせ，ベトナム・ハノイでの質問紙調査から考察した

重要な点を３点確認する。１点目は，年功的処遇を好む者ほど，情緒的組織コ

ミットメントを通じてリテンション意思は強まるということである。これを踏

まえると，昨今，日本ではこのような年功的処遇を改めて，ジョブ型や成果型

の人事制度を導入する動きがあるが，ベトナムにおいては現状，年功的処遇が

有効な施策であるといえる。２点目は，現地従業員に配慮した施策だと考えら

れる，内部昇進，家族主義・平等な扱いは，情緒的OCおよびリテンション意

思への効果は確認できなかったということである。３点目は，ジョブローテー

ションは，日本では作業員の多能工化という観点からよく実施される施策であ

るが，リテンション意思に負の直接効果を与え，現地従業員も望んでいない施

策なので運用に注意が必要だということである。結局，作業者に対する年功的

処遇という日本型HRM施策が，ベトナム経済成長により想定される日系大企

業や多国籍企業との人材争奪戦において差別化となるのではないであろうか。
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１．目的と問題意識

　本研究の目的は, 今後ベトナムに進出する日系企業が現地従業員に対して，

どのような人的資源管理（以下：HRM）を行うべきかを明らかにすることで

ある。日系企業には，①日本で大規模で，グローバルに展開している企業，②

日本では大規模だが，現地では中小で独自の経営を行っている企業，③日本で

は中小だが，グローバルに展開している企業，④日本で中小で，現地でも中小

で独自の経営を行っている企業という４分類が考えられる。本研究では，②④

ともに研究対象として扱うこととし，日系中小企業とする。その理由は，日本

本社の規模に関わらず，現地でのスタートアップから成長軌道に乗るまでが経

営において重要な局面であると考えたからである。このような目的と研究対象

を踏まえ，現地法人の従業員数が300人以下の製造業２社の質問紙調査から，

現地従業員の日本型HRMに関する認識，コミットメント，リテンション意思

の関係を明らかにした結果を３～４節で述べる。なお，同質問紙調査からの分

析は，塗茂（2021）においても階層的重回帰分析を主たる分析手法として行っ

ているが，本稿は共分散構造分析を主たる分析手法として実施しており，後述

する本研究で想定されるモデルに，より適切な分析を目指している。

　帝国データバンク（2019）によると，直接・間接いずれかの形で海外進出

している企業2,449社のうち生産拠点として最も重視する進出先は，１位中国

23.8％，２位ベトナム11.5％，３位タイ7.1％，４位台湾3.2%である。販売先に

おいては，１位中国25.9％，２位アメリカ8.9％，３位ベトナム7.8％，４位タ

イ7.3％である。また，大企業では５年前に海外進出し，現在も海外に進出し

ている企業は３割近くにのぼるが，中小企業では17.5％にとどまっている。
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　このように中小企業の海外進出が必ずしも順調とはいえない理由を中小企業

を対象とした調査から考えてみる。日本政策金融公庫（2012）において海外直

接投資先での問題点を見ると，「外国人の労務管理や教育の難しさ」を取り上

げる企業数は製造業で37.0%と他の項目と比べ最も多く，非製造業では28.2%と

２番目に多くなっている。中小企業基盤整備機構（2017）では，経営課題とし

て回答企業が最も多かった項目は，「海外事業を推進できる人材の確保，育成」，

次に「現地顧客の開拓」，「現地従業員の確保・定着化」，「現地従業員の賃金上

昇」の順である。これら調査結果のように多くの日系中小企業がHRM上の問

題・課題を抱えている。

　先述のように生産・販売拠点の両面で重要視されている進出先は，中国，ベ

トナム，タイであるが，中国における現地従業員に関するHRM研究は多く存

在している。東南アジア内における一人当たりGDPは，タイ，マレーシアは

既に5,000ドルを超え他国よりかなり大きく，インドネシア，フィリピン，ベ

トナムの３カ国は2,000ドルを超えたあたりでさらに成長を続けており（経済

産業省，2017），日系企業の進出先としては今後も有望である。これらの問題

意識から，本研究ではベトナム日系中小企業を取り上げることとした。

２．先行研究

　2. 1　国際経営におけるHRMの重要性

　１では，企業の海外進出における問題や課題として，HRMを取り上げる企

業が多いことが分かったが，国際経営におけるHRMはどのような方向性で研

究されているのであろうか。先行研究の多くは，国による文化の違いに焦点を

あてたカルチャーアプローチと，その弱点を補うことができる制度理論からの

アプローチがある（須田，2010）。

　まずは，カルチャーアプローチで，１で明らかになった海外進出している日

系企業のHRMの問題や課題を解決する方向性として，HRMにおける文化を

考慮することの重要性を確認する。異文化経営における重要な諸課題について



千葉経済論叢　第68号

－52－

理論と実践の両面から日本企業へのインプリケーションを提示している研究に

馬越・桑名（2010）があり，その中で本研究において重要な指摘が２点ある。

１点目は，国際経営には文化の及ぼす影響が極めて大きいにも関わらず，かつ

ての国際ビジネスの分野では文化の重要性が十分に認識されておらず，大きな

失敗を犯した企業は枚挙にいとまがない。２点目は，日本企業の異文化の活用

度は変化が緩やかで，危機感も非常に薄いというのが実感だ，ということであ

る。そこで，先行研究から各国の文化がHRMへ与える影響とはどのようなも

のかを検討していくことで，本研究を進めていく上での示唆を得ることとする。

Hofstede (1984) や Trompenaars & Hampden-Turner (2004) の研究をみると，

各国の文化は異なっており，海外進出する際は各国の文化に応じた組織モデル

の構築やマネジメントが必要であることが分かる。また，Adler (1991) のよう

にアメリカの文化志向に近いのか，そうでないのかがマネジメントに大きな影

響を及ぼすという指摘もある。

　次に，上記のような各国の文化が重要だという主張を発展させた制度理論ア

プローチをみることとする。制度理論と経営戦略論から企業の人事戦略を研究

している須田 (2005) の中で，本研究において重要と思われる指摘が２点ある。

１点目は，制度理論における制度には「公式に文書化された制度と公式の制度

ではないが長い間社会に定着した社会習慣」の２つの側面があり，後者を重視

し，社会習慣が組織・人の行動に与える影響を分析していくところに制度理論

の特色がある。２点目は，カルチャーアプローチよりも組織外の環境要因とし

て取り上げている範囲が広く，変化への対応も考慮しているということである。

　本稿では，カルチャーアプローチおよび制度理論からのアプローチの両視点

を踏まえ，文化や制度を「文化・社会的価値観」と定義することとした。本研

究の目的である，ベトナムに進出する日系企業が現地従業員に対して，どのよ

うなHRMを行うべきかを明らかにするには，ベトナムの文化・社会的価値観

を考慮しなければならず，本研究によってその特性を明らかにする意義は大き

いといえる。
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　2. 2　HRMに影響を与えるベトナムの文化・社会的価値観とは

　ここでは，HRMに影響を与えるベトナムの文化・社会的価値観を先行研究

ではどのように捉えているのかをみることとする。まずベトナムの特徴として，

政体が社会主義共和国で，党が指導し国家が管理し人民が主人となる体制であ

り，主要民族のキン人が人口の９割弱を占めている（今井編2014）という点が

ある。その影響もありベトナムの初等教育就学率は，東南アジアの中でも比較

的高いといわれており，日系企業にとっては魅力的な人材供給源だといえる。

一方，市場メカニズムを導入した1986年のドイモイ政策および2007年のWTO

加盟により，諸外国（特に韓国）からの投資が盛んで，日系中小企業にとって

労働力確保は重要な課題である。また労働組合の全国組織としてベトナム労働

総同盟（VGCL）があり，労働法にストライキが規定されているが，集団的な

業務停止やストライキの主な原因は，大部分が労働者の賃金や収入に関連して

いる（国際労働財団，2021）。日系中小企業の限られた経営資源では，労働組

合との紛争をなるべく避けて，現地従業員とのパイプ役としての機能を期待す

ることが必要であろう。

　次に，ベトナム人の仕事・価値観に関する意識を調査した丹野・原田（2005）ⅰ

では，どのようなことが改善されたらもっと働くようになるかというモチベー

ションに対する質問がなされている。具体的な質問項目は，複数回答になって

いる10項目で，①賃金・ボーナス，②昇進，③権限委譲，④上司の態度，⑤同

僚との人間関係，⑥付加給付，⑦職場環境，⑧職務内容，⑨上司とのコミュニケー

ション，⑩会社の方針，である。最も多くの従業員が挙げた項目は「賃金・ボー

ナス」で61.8%,以下,「同僚との人間関係」59.0%,「会社の方針44.2%,「職場環

境」42.6%,「上司の態度」39.4%という順である。金銭的報酬は当然としても，

「同僚との人間関係」「上司の態度」など，コミュニケーションを重視する価値

観が表れているようである。

　また，東・東南・南・中央アジアを網羅するアジアにおける比較世論調査で

ある井口編（2004）アジア・バロメーター 2004ⅱでは，「生き方や生活環境のうち，
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表1　生き方や生活環境のうち重要なもの

出所：アジア・バロメーター 2004 Q7調査結果から筆者作成

あなたにとって重要なもの」を５つまで答えさせる調査がなされている（表１）。

表の数字は，回答者の中で，HRMに関係する項目を重要と答えた人数の割合

（%）である。やはり，高い収入を得ることを重視しているのは丹野・原田（2005）

と同様の結果だが，「他人との競争に勝つ」という意識がアジア諸国平均と比

較して低いのがベトナムの特徴である。

　これらの調査結果からは15年以上経過しており，若年者の意識には多少の変

化がみられる可能性もあるが，両調査は現地人の認識を直接調査した貴重な

データであり，文化・社会的価値観は深く根ざしているものなので，現在にお

いても参考になる資料だと考えられる。HRMに影響を与えるベトナム人の文

化・社会的価値観として，金銭報酬に関する意識は強いが，人間関係を重視し

ており他人との競争を過度に煽るような施策は望ましくなさそうである。

　2. 3　組織コミットメントから導かれる本研究への示唆

　１．で考察したように，日系企業のベトナム進出は生産・販売の両面で進ん

でいるが，多くの企業がHRM上の問題・課題に直面している。特に本研究対
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象である現地でのスタートアップから成長軌道に乗るまでにおいては，現地

従業員に受け入れられるHRMを行うことによって，人材の定着と育成を実現

することが重要だと考えられる。現地の従業員がどのようなHRMを受け入れ

るのかについては，2. 1 で述べたように現地の文化・社会的価値観を考慮する

必要があるということが分かった。そして，そのようなHRMを行った結果は

現地従業員にどのように表れるのかという点で，組織コミットメント（以下：

OC）の研究が多くの示唆を与えてくれる。

　Mathieu & Zajac（1990）は，OCの先行要因として，個人属性，役割，職務特性，

リーダーとの関係，組織特性などHRMに関連する項目をとりあげており，有

意な相関があると指摘している。OCの結果変数としては，退職意図や離転職

をあげており，OCが強いほど離職の意思は弱くなり，実際の離職も少なくな

ると指摘している。さらに，出勤率や他者評定も結果変数として指摘してい

る。また， Meyer & Allen (2001) は，OCの先行要因と結果について，先行変

数としては個人属性だけでなく組織的特性や仕事経験などのHRMをあげてお

り，結果変数として離転職や生産的行動をとらえている。さらに，Batemen 

& Strasser (1984) やMorris & Sherman(1981)は，OCの高揚が組織成員のパ

フォーマンスや生産性の向上，欠勤や遅刻の減少と関係すると述べている。

　2. 4　日本企業の調査で確認された本研究のモデル

　2. 3 のようなHRMとOCの関係の日本における調査に，労働政策研究・研修

機構（以下：JILPT）（2012）があり，組織の活性化や人材の職場定着について，

ワークシチュエーションチェックリストおよびワークコミットメントの面から

検討がなされている。同調査によると，ワークシチュエーションチェックリス

トとは，組織風土の概念を基にして仕事状況に関連した様々な要因に関する従

業員の認知を測定するものである。また，ワークコミットメントとは，仕事に

関わる対象に対する関与や思い入れをあらわし，その中には，OC，ジョブイ

ンボルブメント，キャリアコミットメントといった概念を含んでいる。
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　JILPT (2012) では，コミットメントとワークシチュエーションの関係をみ

ることにより，コミットメントを高めるためには，組織がどのような施策を導

入すればよいのか検討している。ワークシチュエーションを用いる理由をワー

クシチュエーションはHRM施策と直接対応するようには作られていないが，

処遇や報酬，能力開発，福利厚生等を含み，幅広く仕事環境に対する知覚をと

らえたものであるため，施策や制度との関係をみるよりも，むしろ多くの知見

が得られることが期待されると述べている。

　2. 3 および 2. 4 の先行研究から，OCは従業員の離転職やパフォーマンスへ

の影響が大きいと考えられるので，１．で確認した多くの海外進出した企業が

抱えている問題点である，従業員の質や確保・定着化を解決するための重要な

概念だと判断した。従業員の賃金上昇も大きな問題であるが，その国の経済成

長とともにやむを得ない面があり，ただ単にそれを抑えるようなHRMが現地

経営の発展に結び付くわけではない。各種調査結果や先行研究を踏まえ，本研

究で想定されるモデルは，「現地従業員に受容されるHRM→OCが高まる→従

業員が定着する」ということだと考えた。

３．質問紙調査概要

　3. 1　調査手法

　調査対象は，ベトナム・ハノイ近郊の工業団地に進出している製造業２社で

あり，受注生産方式A社と量産方式B社である。調査は，2019年８月末に行っ

た。両社ともに現地従業員数は300人以下であり，現地法人設立から10年前後

と，スタートアップから成長期を経験している。この２社を選んだ理由は，塗

茂（2019）で行った日本本社を対象とした現地従業員の認識を問うアンケート

調査において，事前または事後のインタビュー調査に応じてもらい信頼関係を

築くことができた企業の中からベトナム・ハノイ近郊にある２社を選定したこ

とによる。

　質問紙調査では，2. 4 で述べた本研究で想定されるモデルを踏まえ，「Q２：
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日本型HRMに関する認識」ⅲ→「Q３：OC」→「リテンション意思」の関係を

明らかにした。質問項目は，Q２：HRMに関する認識について，塗茂（2019）

同様，日本型HRMの10特性，①長期雇用，②年次管理，③遅い昇進・選抜，

④新卒一括採用，⑤内部人材育成，⑥一律的人材育成，⑦職能ベースの処遇，

⑧家族主義，⑨人間関係重視，⑩集権的人事管理，を具体的にHRM施策に置

き換えた16質問項目について，現地従業員への質問としては相応しくない「作

業者の採用は通年で行っている」を除き，好ましいと考えるかどうかを把握し

た。Q３：OCについて，日本的とされる独自の意識構造にも配慮しつつ，で

きる限り広範囲の項目を取り込んでいる高木・石田・益田（1997）によるOC

質問項目から抽出した。「リテンション意思」については，「私はずっとこの会

社に居続けるつもりだ」「機会があれば他の会社に転職したい（逆転項目のた

め数値変換）」という２項目の平均値を使用した。

　これらの質問項目を筆者が日本語で作成したのち，調査時点において新潟経

営大学ベトナム人留学生（N1保持者）が翻訳し，調査対象企業の現地法人に

確認の上で使用した。各質問項目は，１(No)，２(ややNo)，３(どちらでもない)，

４(ややYes)，５(Yes) の５件法によって点数化した。具体的な実施方法および

回収状況は下記の通りである。

　A社：集合調査法　調査対象会社の１室に対象者を集め，調査員が対象者に

調査意図を日本語で説明したのちに現地人マネジャーが通訳した。その後，調

査員が質問紙を配布し，調査員が回収した。回収率100.0%（質問紙配布48部 ，

回収48部）。

　B社：留置法　調査対象会社の経営層が事前に対象従業員に調査意図を説明

したのちに質問紙を配布し，調査員が１週間後に回収した。回収率96.4%（質

問紙配布194部 ，回収187部）。合計回収部数235部。

　予測されるコモンメソッドバイアスに対しては，日本語のニュアンスがベト

ナム語に適切に翻訳され現地従業員が理解したかという尺度の曖昧性に関し

て，当方で翻訳したものを現地法人にも確認することで対応した。調査対象会
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社で回収を行ったため望ましい回答をしてしまうという社会的望ましさに関し

ては，調査員が直接回収し匿名性を保つことで対応した。OCとリテンション

意思を同一人物に問うているので，一貫性を維持しようという動機が含まれて

いるという課題は残されている。

　統計分析については，探索的因子分析（最尤法，プロマックス回転）には

SPSS (ver.29)，確認的因子分析および共分散構造分析にはAmos (ver.29) を用

いた。なお，確認的因子分析および共分散構造分析における欠損値処理は，多

くの欠損値があっても有用な手法で，リストワイズ削除を用いて処理可能な場

合であっても用いるべきだ（豊田,2019）という指摘もある完全情報最尤推定

法を用いた。

　3. 2　回答者の主な属性

①年齢は，平均29.38歳（標準偏差4.86，n=199）であった。

②男女数は，男性：73人，女性：88人（n=161）であった。

③現企業での勤続年数は，平均3.53年（標準偏差3.55，n=209）であった。

④学歴は，中学卒：42人，高校卒：116人，専門・短大卒：30人，大学卒：19人，

その他：９人（n=216）であった。

⑤日本語検定能力は，不所持：148人，N5：15人，N4：13人，N3：１人，

　N2：３人，N1：１人（n=181）であった。

⑥転職経験は，あり：56人，なし：104 人（n=160）であった。

⑦配偶者は，あり：174人，なし：34 人（n=208）であった。

⑧子供は，あり：126人，なし：32人（n=158）であった。

⑨職種は，技術職：17人，専門職：17人，営業職：２人，作業職：173人（n=209）

であった。

⑩職位は，一般：139人，班長・係長：11人，課長：11人，その他：33人（n=194）

であった。
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表２　日本型HRMへの認識

　　出所：筆者作成

　3. 3　日本型HRMへの認識

　Q２日本型HRMへの認識に関する記述統計は表２のとおりである。注目し

たい点は，３勤続年数に応じて給料が上がること，13家族主義的な福利厚生施

策があることは，平均値が他と比べて非常に高く標準偏差も小さく，現地従業

員は好んでいる。一方，15採用および解雇が現地のマネジャークラスに権限が

あることは平均値が他と比べて非常に低く標準偏差が大きいので，部門によっ

ては，現地人マネジャーへの不信感が大きいと考えられる。本調査で発見でき

た重要な課題であり，日本本社は現地人マネジャーの任命にあたっては，教育

も含めヒューマンスキルをより重視する必要があるであろう。

　3. 4　本研究で使用した質問項目と抽出された因子

　Q２日本型HRMに関する15質問項目に対して探索的因子分析（最尤法，プ

ロマックス回転）を行った。因子数はスクリープロットの結果および因子の解

釈の可能性を考慮して４因子とした。再度，確認的因子分析を行い，表３のよ

うに，「内部昇進」「年功的処遇」「家族主義・平等な扱い」「ジョブローテーション」
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表３　Q1 HRMの因子分析

　　出所：筆者作成

と各因子を命名した。モデル適合度は，χ2＝123.307（d.f.=48,p<.001），CFI

＝.93，RMSEA＝.082であった。一般的に，CFIは１に近いほど望ましく0.9よ

り大きいとよいモデル言われており，RMSEAは小さいほど望ましく0.05以下

であればよく0.10以上であればよくないとされている。したがって，当該結果

は許容される範囲であると判断し，因子内に含まれる項目の平均値を算出し因

子係数とした。

　Q３OCに関する24質問項目に対して探索的因子分析（最尤法，プロマック

ス回転）を行った。因子数はスクリープロットの結果および因子の解釈の可能

性を考慮して３因子とした。再度，確認的因子分析を行い，表４のように，「愛

着要素」「内在化要素」「功利的要素」と各因子を命名した。モデル適合度は，

χ2＝442.911（d.f=149,p<.001）,CFI＝.086，RMSEA＝.092と許容される範囲

であると判断し，因子内に含まれる項目の平均値を算出し因子係数とした。し

かし，F１愛着要素と F２内在化要素の相関が.72と強く，両者を合わせると，

Meyer & Allen（2001）が指摘している情緒的OCに近い概念だと判断し，両

者の上位概念を想定した２次因子分析を行った。その結果，適合度指標の数値
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は変化せず，２次因子を想定したモデルが適切と判断し，当該因子を情緒的

OCと命名した（因子係数は２要素の平均値）。

　このOCの因子分析で興味深いのは，高木・石田・益田（1997）やJILPT（2012）

では，存続的要素（辞めることに伴うコストに基づいた意識）と規範的要素

（周囲の目が気にる，会社を辞めるべきではないという意識）の２因子に分か

れていた項目が功利的要素１因子として抽出されたことである。これは，組織

構成員が組織で培ってきた人間関係や世間的評価など本来の目的とは関係のな

い利益の蓄積によって組織から離脱できなくなるという，サイドベット理論

（Becker，1960）に近い考え方であろう。また，労働需要が旺盛で転職があた

り前となっているベトナムにおいて，規範的要素はあまり持ち合わせていない

のかもしれない。結局，OCを情緒的なコミットメントと功利的なコミットメ

ントの２次元でとらえる，初期のOC研究に近い形となった。

表４　Q3 OCの因子分析

　　出所：筆者作成
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表５　使用変数の平均，標準偏差，相関

出所：筆者作成

４．分析結果

4. 1　使用変数間の関係

　コントロール変数としては，受注生産型ダミー，年齢，女性ダミー，作業職

ダミー，転職ありダミー，配偶者ありダミーを用いた。受注生産型ダミーを用

いたのは，もう１社の量産型企業との特性の違いを考慮するためである。作業

職ダミーを用いたのは，それ以外のいわゆるホワイトカラーとの特性の違いを

考慮するためである。他のコントロール変数は，個人属性として影響が大きい

と思われるものである。本研究で使用することとした変数間の平均，標準偏差

および相関行列を表５に示す。想定通り，いくつかの項目には統計的有意な相

関がみられた。また，変数間の相関は一様に高くはなくばらつきがみられた。

　4. 2　検証方法

　3. 1 で述べた本調査項目である，「Q2：日本型HRMに関する認識」→「Q3:OC」

→「リテンション意思」の関係を明らかにするために，モデル全体の妥当性を

検証できる共分散構造分析を行った。その結果は，図１のパス図とおりである。

各パスは，p値が５％未満のもののみ掲載しており，図の解釈しやすさを重視

してコントロール変数および誤差変数に関わる相関関係は省略してある。表示

されている係数は，すべての変数の分散を１に標準化させた標準化解となって
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いるので，各変数からの影響の大きさを読み取ることができる。

　複数のモデルで，分析と適合度を改善するための修正を繰り返した結果，図

１のモデル適合度は，χ2＝40.27（d.f.=26,p<.05）,CFI＝.98，RMSEA＝.048

となった。CFIは１に近いほど望ましく0.9より大きいとよいモデル言われてお

り，RMSEAは小さいほど望ましく0.05以下であればよく0.10以上であればよ

くないとされている。したがって，本モデルの適合度は十分であると判断した。

　4. 3　モデルの解釈

　本研究の目的変数であるリテンション意思には，OCのうち情緒的OCのみが

有意な正の標準化直接効果を与えており（β=.42,P<.001），功利的OCの影響

は確認されなかった。その情緒的OCには，日本型HRMのうち年功的処遇（β

=.29,P<.001）のみが有意な正の標準化直接効果を与えている。内部昇進，ジョ

ブローテーション，家族主義・平等な扱い，は有意な影響を与えていない。ま

図１  共分散構造分析（図の数値は標準化解）

　　出所：筆者作成
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た，ジョブローテーションはリテンション意思に負の標準化直接効果を与えて

いる(β=-.19,P<.001)。

　この結果を表２の現地従業員の日本型HRMに対する認識と照らし合わせて

みると興味深いことがみえてくる。年功的処遇，の観測変数である２,３,４の

うち，「３勤続年数に応じて給料があがること」は平均値4.62と現地従業員に

相当程度支持され，「２勤続年数に応じて班長クラスに昇進すること」および

「４班長クラスへ皆同じペースで昇進すること」は共に平均値4.0未満とさほど

好まれているわけではないが，情緒的OCを通じてリテンションへの効果が期

待できる。一方，家族主義・平等な扱い，の観測変数である５, 10, 12, 13は平

均値がすべて4.0以上で現地従業員に好まれ，かつ現地従業員に配慮した施策

であると思われるが，情緒的OCやリテンションへの効果は期待できない。

　また，情緒的OCにはコントロール変数のうち，年齢が有意な正の標準化直

接効果を与えており，作業職ダミーは負の効果を与えている。作業職はホワイ

トカラーに比べて情緒的OCが低いということは，これを放置すれば現場作業

者の離職が進み，スキルが向上せず品質にも影響しかねないことが予測され，

重大な問題が本調査で明らかになったといえる。本調査をさらに進めて，作業

職の情緒的OCを高める具体的なHRM施策とは何かを明らかにすることが必

要である。

　なお，リテンション意思に対する日本型HRMの標準化間接効果を確認する

と，年功的処遇は.12の係数であった。同様に，リテンション意思に対する個

人属性の標準化間接効果は，年齢.06，作業職ダミー -.12の係数であった。

　4. 4　質問紙調査のまとめと含意

　本稿では，2. 4 で述べた「現地従業員に受容されるHRM→OCが高まる→従

業員が定着する」という本研究で想定したモデルに対する考察を行ってきた。

本調査の結論を簡潔にまとめると，年功的処遇を好む者ほど，情緒的OCを通

じてリテンション意思が強まる。これを踏まえると，昨今，日本ではこのよう
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な年功的処遇を改めて，ジョブ型や成果型の人事制度を導入する動きがあるが，

ベトナムにおいては現状，年功的処遇が有効な施策であるといえる。また，現

地従業員に配慮した施策だと考えられる，内部昇進，家族主義・平等な扱いは，

情緒的OCおよびリテンション意思への効果は確認できなかった。さらに，ジョ

ブローテーションは，日本では作業員の多能工化という観点からよく実施され

る施策であるが，リテンション意思に負の直接効果を与え，現地従業員も望ん

でいない施策なので運用に注意が必要である。

　また，作業職の情緒的OCがホワイトカラーに比べて低いことが本研究で明

らかになった。豊富な若年労働力の供給があり，作業者の採用には困らない現

状があったとしても，ベトナムの経済成長につれて今後日系大企業および他国

籍企業との人材争奪競争が起きることが想定される。作業職の情緒的OCを高

めて，定着を図ることは日系中小企業にとって重要な課題になるであろう。そ

の解決策としては，日系大企業および多国籍企業がジョブ型や成果型の処遇を

進めていくことが予想されるなか，総額人件費を考慮しつつも日本型HRMの

中でも年功的処遇をあえて進めていくことが１つの指針となるのではないであ

ろうか。

　本研究の理論上の含意としては，日系中小企業におけるベトナムの現地中

小企業において，日本型HRMが現地従業員に与える影響を図１のようにモデ

ル化できたことである。先行研究では，OC（２要素であれ３要素であれ）が，

離職意思に負の影響を与えるという結果が一般的であるが，ベトナムにおいて

は功利的要素はリテンション意思に影響を与えていないというのは，本研究の

重要ポイントであるHRMに影響をおよぼすベトナムの文化・社会的価値観で

あると考えられる。また，内部昇進，家族主義・平等な扱い，の情緒的OCへ

の影響が確認できなかったことも，HRMに影響をおよぼすベトナムの文化・

社会的価値観の発見である。特に表２で内部昇進の観測変数８,９, 11をみると，

「マネジャーになるための育成」「作業者からの昇進」「能力による昇進・昇格」

などの競争的要素が入っており，2. 2 で述べた，ベトナム人は金銭報酬に関す
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る意識が強いが，人間関係を重視しており他人との競争は回避する傾向にある

という考察を裏付ける結果となった。

　また，実務上の含意としては，年功的処遇という日本では見直しが進む

HRMが，情緒的OCを通じてリテンション意思に有意な正の影響を与えている

ことを示すことができた。先述のように，日系大企業および他国籍企業が，ベ

トナム現地法人においてもジョブ型や成果型の給与体系を導入することが予測

されるなか，日系中小企業として現場作業者に年功型処遇を行うことは，差別

化につながりリテンションを促すことが期待されるということである。年功的

処遇は，2. 2 で述べた日系中小企業がベトナムの労働組合と良好な関係を築き，

ストライキを回避することの一助にもなるであろう。もちろん人件費が業績を

圧迫しないよう，賞与や福利厚生も含む報酬全体が業績連動となるような工夫

は欠かせないし，ホワイトカラーや管理職に年功的処遇は相応しくないであろ

う。他にも，3. 3 で述べた現地人マネジャーに採用や解雇などの権限があるこ

とを現地従業員が望んでいないという発見も重要な課題である。評価のしやす

さや公平性などからテクニカルスキルがある者をマネジャーとして任命するこ

とがあると思われるが，ヒューマンスキルをより重視して，教育および任命を

することが欠かせない。

　さらに，今後のさらなる検証が必要であるが，内部昇進，家族主義・平等な

扱いという日本型HRMは情緒的OCやリテンション意思に効果がない。これら

は一定程度の費用が発生する施策であるので，次節で考察する日本本社が実施

している施策の中身を見直し, 年功的処遇の原資にあてることが必要だと考え

られる。また，ジョブローテーションはリテンション意思に有意な負の直接効

果があり，一部のマネジャー候補育成のために実施するなどその目的をはっき

りと従業員に示すことが必要であろう。なお，本調査は作業職ダミーをコント

ロール変数として用いてるが，3. 2 で確認したように作業職の全体に占める割

合が高い（173人，n=209,82.8%）ことに留意が必要である。
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　4. 5　今後の課題

　最後に本稿の課題として，３点述べることとする。１点目は，ハノイ製造業

２社の分析からベトナム現地従業員の認識を分析したことであり，今後対象を

広げていく必要がある。２点目は，3. 1 で指摘したコモンメソッドバイアスが

残っている可能性である。３点目は，本研究では年功的処遇が情緒的OCを通

じてリテンション意思に正の影響を与えることができたが，情緒的OCへの直

接効果係数は.29と決して高いものとはいえない。特にこの３点目に関しては，

今後の調査を通じて，現地従業員の情緒的OCを高めるための具体的施策とは

何なのかを明らかにしたいと考えている。

【注釈】
ⅰ 本調査は, 日系企業，外資系企業，ベトナム企業合計９社のベトナム人従業員を調査

対象とし，郵送により合計530の調査票に対して，405の回答数を得ている。

ⅱ 本調査は，東アジア，東南アジア13 ヵ国を対象地域とし，調査対象は20歳～ 59歳の男

女，標本抽出は多段層化無作為抽出法，サンプル数は各国800程度，調査方法は調査

員による面接聴取法である。

ⅲ Q１においてJILPT（2012）と比較するための仕事・職場環境関連の項目を調査して

いるが，本稿とは関係がないため記述を省略している。
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